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要旨
現在、空き家数は820万戸、空き家率は13.5％である。国内住宅の約７軒に１軒が空き家
の状態である。民間シンクタンクの試算では、2023年には国内住宅の約５軒に１軒が空き家
となる予想されている。空き家は、地域社会における住環境の悪化とエリア価値の低下を引
き起こす原因となる。
本論文では、空き家問題解決の方法として、中古住宅市場活性化の方向性を検討するもの
である。
まず、空き家の現状、空き家の発生原因、そして、「空き家リスク」について確認する。
次に、そのリスク対策としての「空家法」における空き家対策の方向性を明らかにする。更
に、空き家問題の解決方法として、空き家を民泊施設として利活用することで、中古住宅市
場の活性化の方向性を指摘する。
１．はじめに
2014（平成26）年7月に総務省から発表された「住宅・土地統計調査」では、総住宅総数
も6,063万戸、持ち家住宅数3,217万戸で過去最高であり、持ち家率（住宅に占める持ち家の
割合）61.7％で5年前の調査から0.6％増加している。
その一方で、国内の空き家数が820万戸（2013年時点）、空き家率（国内住宅総数に対する
空き家数の割合）が13.5％、国内住宅の約７軒に１軒が空き家の状態であることも明らかに
なった。野村総合研究所の試算では、このままの状態で空き家の増加が推移すれば、2023
（平成35）年には国内住宅の約５軒に１軒が空き家となるという予想が公表され1、地域社会
における住環境の悪化やエリア価値の低下という外部不経済の問題が話題となり、その解消
が大きな課題となりつつある。この発表以来、世間では、にわかに「空き家」問題が注目さ
れ始めた。
時を同じくして、空き家問題に対処するために「空家等対策の推進に関する特別措置法
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（平成26年法律第127号）（以下、「空家法」）」が成立した。この法律は、特に戸建て住宅の空
き家を対象とした空き家問題について、市町村が中心となって空き家の利活用と解体を通じ
て解決を図ろうとする趣旨であり、それを国家レベルでの問題として取り組むことを確認し
た点で意義あるものである。
さらに、この空家法の趣旨より実効性のあるものとし、近い将来の高齢化社会の「空き家
問題」に伴うリスクを回避し、地域の既存財産・資産を活用しながら、地域財政の負担を抑
制しつつ地域コミュニティを維持するためには、空き家を利活用するための中古住宅市場の
活性化が不可欠と考える。
本論文では、空き家問題解決のための中古住宅市場活性化の方向性を検討するものである。
まず、空き家問題とは何かについて、「空き家」の現状とその発生原因から見えてくる「空
き家」によるリスクを確認し、そのリスク対策としての「空家法」における空き家対策の方
向性を明らかにする。次に、空き家対策の視点として、空き家を民泊施設として利活用する
ことで中古住宅市場の活性化の方向性を指摘する。
２．空き家問題の現状とリスク
（１）「空き家」の定義と現状
空家法に規定する「空き家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その
他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着す
る物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを除く
（空き家特措法2条1項）。つまり、「空き家」とは、人の居住がなされていないことが常態化
した私有の建物である。
総務省が実施した「住宅・土地統計調査」によれば、1963（昭和38）年には全国で52万
戸、空き家率2.5％にすぎなかったが、前述のとおり、今回調査では空き家数820万戸、空き
家率13.5％で10％以上も空き家率が増加している。今回の空き家820万戸のうち個人住宅の
空き家は39％、318万戸であり、前回調査（2008年）に比較し18.7％の伸び率を示している。
その要因は、少子高齢化による人口減少に起因する。2010年のわが国総人口は1億2,800万
人であるが、2030年には1億1,622人、2060年には8,674人に減少することが予測されている2。
逆に、首都圏人口3,505万人のうち高齢者が占める割合は約23％、これが2040年には約35％
に増加すると予測され、首都圏人口の3人に1人は高齢者となる。こうした高齢者の増加傾向
に対して、死亡後の高齢者の住居を相続し維持管理するべき人口が減少することで空き家が
増加していることを示している。
（２）「空き家」発生の原因
では、「空き家」が急速に増加する原因は何か。
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第1の理由は、住宅の過剰供給と少子高齢化による人口減少により住宅の需給関係のギャ
ップが広がり、その対策が講じられてこなかったことである。我が国の住宅ストックは、戦
後の住宅不足から1968年には2,559万戸となり世帯数2,532万戸を上回り3、この時点で、住宅
需給関係は満たされた状態であった。これに対し、1967年に当時の厚生省人口問題研究所
は、日本の人口の構造と変動について、出生率（人口1,000人当たりにおける出生数）は西
欧先進国に比べて極めて低い水準にあることを指摘している4。つまり、1968年時点で、住
宅の過剰供給と少子化による人口減少の予測が可能であり、近い将来に住宅の供給関係の大
きなギャップが生じることが判明していたと言える。
それにもかかわらず新築住宅が供給されてきた第2の理由として、日本人の「新築志向」、
「持ち家志向」にある。人口千人当たりの新築着工戸数の国際比較では、日本が7.2、フラン
ス5.4、アメリカ3.5、イギリス2.6となっている5。また、既存住宅流通シェアの国際比較で
も、中古住宅が住宅市場で占める割合は、アメリカが83.13％、イギリスが88％、フランス
が68.4％に比べ日本は14.7％に過ぎない6。日本人は、外国人に比べて、中古住宅よりも新築
のマイホームを持つことを好む傾向を示している。日本においては、地価は下がりにくいと
いう土地神話を前提として、土地付きの新築住宅を好む傾向にある。
第3の理由として、こうした日本人のマイホーム志向に対応して、政府が安易な経済刺激
策として新築住宅供給を住宅政策として採用し続けてきたことによる。新築住宅建設販売は、
住宅投資額250億円に対して、住宅建設に伴う耐久消費財の購入額は211億円、更にそれは
様々な需要を掘り起こし生産誘発額は517億円になると推計されている7。つまり投資額の倍
額に相当する経済効果が期待されるため、政府は住宅政策を景気刺激策の目玉とされてきた。
これに対し、第4の理由として、少子化による影響で、独居老人や相続人不在の高齢者が
増加し、亡くなった高齢者の建物を相続して居住する者が減少していることである。また、
相続人が存在している場合でも、相続人が既にマイホームを所有している場合やライフスタ
イルの違いから当該建物に居住せずに放置していることが増えている。
そして、第5の理由として、放置された建物を取壊すにも数百万円単位の多額な費用がか
かることや、取壊して更地となった場合に宅地としての固定資産税特別控除の適用除外8と
なり税負担が増加することから、その経済的負担を忌避するために空き家として放置するこ
とになる。
（３）「空き家」がもたらすリスク
では、20年後において国内住宅の5軒に1軒が空き家となる社会において、私たちの生活に
どのようなリスクが発生するのか。この点について、国土交通省は、2016（平成28）年3月
18日に閣議決定した「住生活基本計画9」において、住生活をめぐる現状と今後10年の課題
として空き家問題を取り上げ、マンションの老朽化、空き家の増加により、防災、治安、衛
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生面での課題が顕在化することを指摘している。
それは、空き家という存在そのものが地域社会に与える生活上のリスクであることを意味
している。つまり、地域社会において管理を放置された「空き家」が、①老朽化による「家
屋倒壊の危険性の増大」、②庭が荒れ放題となることによる「治安の悪化」、そして③「地域
景観の悪化」につながる。これらの問題は、地域、地方公共団体レベルでの問題として扱わ
れてきたし、またその認識が定着している。しかし、現在の新築着工数を維持して行くと、
2023年には５軒に１軒が空き家となる社会においては、「空き家」は国民一人ひとりの現実
的なリスクであり、国家レベルの社会問題と言える。
例えば、空き家が増加することにより上下水道の使用が激減し、管内の滞水により悪臭や
腐食の原因となり管の老朽化につながり、①「社会インフラ設備の老朽化のリスク」につな
がる。アメリカでは空き家率が30％超となると、急速に②「犯罪の増加のリスク」につなが
ると言われている10。さらに、人口減少による③「税金の減収のリスク」につながる。社会
インフラが十分に機能せず、犯罪が身近なものとなり、そして、国民、住民の行政サービス
が十分に受けることができないリスク、これは国民一人ひとりの生命・健康・財産に直接影
響するリスクであり、地方公共団体レベルの範疇を超えた国家レベルの対応策が求められる
状況にある。
３．「空家法」と空き家対策の方向性
（１）「空家法」が示す空き家処理の方向性
こうした国家レベルのリスクに対して、先述の住生活基本計画においては、防災・少子高
齢化・人口減少が生み出すリスク社会を正面から受け止めた新たな住宅政策の方向性の具体
的提示として、空き家を400万戸に止め、関係法令に基づき取壊し、マンションの建替え、
リフォームの推進を図りながら「空き家」の抑制を図ろうとしている。そのうち、特に国が
打ち出した対応策が、「空家法」による空き家の管理の促進と撤去の推進である。同法は、
平成26年10月時点で401の地方公共団体で「空き家条例」の制定がなされていた状況を踏ま
えて、国が空き家対策の基本指針を策定するとともに、市町村による計画の策定等を促し、
空家等についての情報収集、空家等及びその跡地の活用、特定空家等に対する措置を講じる
ことを求め、そのための国による財政支援を行うことを定めたものである。
同法の特徴は、「特定空家等」という概念を確立し、放置された空き家の解体撤去を促進
する方針を打ち出したことである。特定空家等とは、倒壊等著しく保安上危険となるおそれ
のある状態、著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われないことによ
り著しく景観を損なっている状態、その他周辺の生活環境の保全を図るために放置すること
が不適切である状態にある空家等をいう11。この特定空家等に指定されると、除却、修繕、
立木竹の伐採等の措置の助言又は指導、勧告、命令が可能となり、さらに、要件が明確化さ
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れた行政代執行の方法により強制執行によって除去等が可能となる12。
つまり、同法は、特定空家等とならないように「維持管理」を行うこと、空き家を賃貸し
て「活用」すること、維持管理や税の負担により空き家を「売却」させることのいずれかを
行い、それでも特定空家等となった場合には最終手段として行政代執行による「除去」をす
ることを定めたものである。これにより、放置された空き家が撤去され更地となることで、
倒壊の危険、治安の悪化、景観の悪化が改善されることが期待されている。
（２）空き家対策に対する課題
しかし、この空き家処理が、果たして期待どおりにスムースに運ぶことができるのかが問
題点となる。それは、まず空き家を撤去する手段が整備されても、空き家所有者の許可がと
れずに撤去作業に至らない場合である。
また、空き家が撤去され、更地について購入者がいる場合や具体的な活用方法が予定され
ている場合には問題はないが、更地についてその後の効果的な活用方法が見出せない場合で
ある。空き家として放置されていたような土地は購入需要が乏しいため取引が期待できない
ことから、更地にしたからといって魅力的な条件を備えている物件としての需要を生むとは
限らない。
更地にしても売却できなければ、土地所有者としては空き家のままで放置していたときの
固定資産税の宅地の特例が受けられなくなり、土地については空き家の際の固定資産税額の
約６倍の税負担を強いられることから、このことが更地化の促進の足枷になっている。
更地が売却できないのであれば、地方公共団体の買い上げによる有効活用を求める声もあ
るが、効果的な活用方法についての具体策が無く、財政事情が厳しい地方公共団体において
は買い上げも困難な現状にある。
従って、空家法は倒壊の危機に瀕した空き家に対する単なる対処療法にすぎず、毎年約20
万戸の勢いで増え続ける空き家を食い止めるためには課題が残されている。
（３）空き家対策に求められる利活用の視点
空家法にみる空き家対策の方向性は、解体撤去と再利用である。同法の「特定空き家」認
定による解体撤去によって倒壊等のリスク回避の期待が高まる。しかし、空き家の管理及び
利活用に対する国民への意識付けについては不安が残る。
地域住民においては、空き家問題が将来の地域社会の生活を脅かす問題であることの認識
を深めるとともに、その解決のために特定空き家の解体撤去への協力と利用可能な空き家の
利活用とそれを促進するための中古住宅市場の活性化のための対策が求められる。
空き家問題について国民の注目を喚起し、意識の変革を求めることは、高齢化社会での地
域を持続可能な社会として行くうえで避けては通れない課題である。それはかつて我が国が
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循環型社会を構築し持続可能な社会をめざすために、国民の意識改革に努力したことを想起
させる。循環型社会を構築したときと同様の視点に立って空き家問題を捉えることで、未来
社会において空き家リスクを低減した地域社会を創造する方向性を示すことできるのではな
いか。
そこで、特に行政の役割が重要であり、空き家の発生抑制（Reduce（リデュース））、再
利用（Reuse（リユース））、そして再生利用（Recycle（リサイクル））という環境対策と同
様の視点に立ち、空き家対策を持続可能な未来社会構築のための方向性を示すことが肝要で
ある。つまり、①空き家の発生抑制（リデュース）の視点としての空き家を増やさない工
夫、②空き家の再使用（リユース）の視点としての空き家を賃貸物件として再使用する工夫
と賃貸市場の育成、そして、③空き家を解体してその土地を再生使用（リサイクル）の視点
としての時代に合致した施設への活用とその市場の育成である。
４．空き家の利活用の方向性
（１）基本指針に示された施策
空き家の発生抑制については、平成27年2月26日付け総務省・国土交通省告示第１号「空
家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針（以下「基本指針」）」
において、空家等を発生させず、空家増加の抑制に向けた所有者等の意識の涵養や理解の増
進を図るために、空家等の売買・賃貸、適正管理、除去についてのニーズの掘り起こしが打
ち出されている13。
これを受けて各地方公共団体では、空家の売買・賃貸のニーズの掘り起こしとして自治体
が住民から空き家の登録を募り、空き家利用希望者に物件情報を提供する「空き家バンク」
の活用、そして適正管理、除去についてのニーズの掘り起こしとして所有者に代わって空き
家の管理、メンテナンスを代行する「空き家ビジネス」との連携を予定している。
また、空き家の利活用、除去のために、リフォームの普及と空き家の他用途施設への転用
とその財政援助の方針を打ちだしている14。具体的には、リフォームや解体再築を通じて
「地域活性化施設」、「地域間交流拠点施設」、「社会福祉施設」、「店舗」等への転用及び活用
を想定している。
（２）空き家ニーズ掘り起こしのための改善点
空き家発生を抑制する観点に立ち、行政による空き家ニーズを掘り起こしのための施策に
「空き家バンク」がある。空き家バンクは、市町村を中心に各地方公共団体において設置が
進んでいる。平成26年3月の一般社団法人移住・交流推進機構による「「空き家バンク」を活
用した移住・交流促進事業　自治体調査報告書」によれば、全国市町村において約63％が空
き家バンクを実施しており、その1年間の相談件数は1～9件までが最も多く17.6％、登録件
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数は1～9件までが最も多く48.7％、開設以来の累計が1～9件までが最も多く34.8％であった。
そして、平成24年度中の成約件数は1～9件までが38.4％、しかし、0件が最も多く41.2％とな
っている15。
このデータから読み取れることは、空き家バンクが登録件数は10件程度が主流であり、成
約件数が年間でも10件程度にとどまっているということである。実施地方公共団体全体の約
４割が成約に至らず、空き家バンクの利用率も伸びないため十分に空き家活用の機能が果た
されていない。その理由は、売れない物件を当該地域の相場よりも高い価格設定でインター
ネットのサイト上に掲載している点にある。そもそも有効活用も売却も難しいから空き家と
なっている物件を、市町村のサイトに掲載したところでその本質の改善にはならない。また、
買主を発見し成約に至ったとしても、市町村は宅建業者でないため個人の不動産売買の事務
手続きを行うことはできず、改めて宅建業者に媒介を依頼することになる。
しかし、宅建業者も、売却希望価格100万円程度の物件では、その媒介報酬は代金額の5％
以下を依頼者双方から受領できるだけであり、低額な媒介報酬に比べて経費が嵩むことから
媒介依頼を断るケースが予想される。現在の運用方法では、空き家ニーズを十分に掘り起こ
すことができない。
そこで空き家バンクの運営に当たっては、物件価格を大幅に引き下げるとともに、媒介業
務を含めて空き家バンクそれ自体の運営を含めた業務全般を宅建業者に業務を委託し、一定
の報酬額を維持できる金額を業務委託費または補助金として宅建業者に交付できるような財
政援助の検討が求められる。
この点について、2017年に宅建業法が改正され、宅建業者の報酬について、低廉な空き家
等（税抜400万円以下の金額の宅地又は建物）の売買又は交換の媒介・代理であって、現地
調査等の費用を要するものについては、現行の報酬額の上限に加えて、当該調査費用に相当
する額（上限額194,400円税込）を売主から受け取ることができるようになった。これにより、
宅建業者が低廉な空き家について、2018年4月以降売主からの媒介依頼を受けやすくなった。
（３）空き家の管理・メンテナンスのための改善点
空き家発生抑制の観点に立ち、空き家を廃墟として放置させないための工夫として、先述
の基本指針には、空き家の適正管理について、「空き家ビジネス」との連携が予定されてい
る。空き家ビジネスとは、民間企業及び団体による空き家の所有者に代わって空き家の管理
及びメンテナンスを代行する業務のことである。空き家ビジネスの需要が拡大することによ
り、空き家が廃屋となることを避けることが可能となり空き家リスクを回避することができ
る。では、どのようにして空き家ビジネスによる空き家管理を充実させるかが問題となる。
空き家ビジネスは、派手に利益を生むビジネスではない。空き家ビジネス成功者によれ
ば、１軒の空き家が生み出す金額は約30万円であり、年額にすると案件数×30万円というこ
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とになる。30万円の内訳は、修繕、掃除等の経費に加え、平均３年程度で不動産仲介か建物
解体のいずれかの相談があり、その際の解体費用や媒介手数料等の利益を含めた金額の平均
である16。よって、空き家や解体後の更地を仲介することを含めたビジネスとして捉えると、
空き家ビジネスは宅建業者が担うことが望ましい。そうであるならば、不動産物件購入時か
ら将来発生する可能性がある空き家状態をどのように処理をすべきかについて、宅建業者が
購入者等に対して、あらかじめ空き家処理についての方針や方向性について言及をし、空き
家対策の啓発を行うことが可能となるからである。
空き家発生抑制の基本は、日本人の新築志向・持家志向を変革することから始めることが
肝要である。そのためには、空き家管理の必要性についての国民への意識付けが必要である。
そこで、不動産物件購入に際して買主等に対して行われる不動産物件内容と取引条件の説明
である宅地建物取引業法第35条に規定する重要事項説明を利用することを提案する。同説明
において、将来空き家となった場合には、譲渡や取壊がなされるまで空き家管理を行うこと、
そして空き家リスクがある場合には積極的に取り壊しを行うことを説明事項に追加すべきで
ある。この点については、国土交通省において宅地建物取引業法施行規則17の改正が求めら
れる。
（４）空き家の利活用の特徴
空き家の再使用、再生利用の観点に立ち、空き家の利活用の施策として基本指針では、リ
フォームや解体再築を通じて「地域活性化施設」、「地域間交流拠点施設」、「社会福祉施設」、
「店舗」等への転用活用を例示している。
しかし、空き家を「地域活性化施設」、「地域間交流拠点施設」、「社会福祉施設」に転用し
た場合、経済的効果が期待できず、また定住人口が減少している状況下で十分な活用も期待
できない。
よって、空き家をリフォームして他用途施設への転用、特に、古民家や伝統的な木造建築
物をリノベーションして「店舗」として賃貸借するのが一般的である。その理由は、古民家
等は構造的に耐久性があり人気もあること、店舗等に改装することで集客力を向上させるこ
とができ地域活性化につながる。また、店舗は固定資産税が宅地に比べて最大６倍程度高く
なるが、その分空き家改装の際の補助金制度の適用がある地方公共団体が多く、借主にとっ
て有利である。さらに、店舗の賃貸は、居抜きとすることで貸主は什器備品の造作買取義
務18がなくなり、その什器備品は借主においては権利金代わりとなるメリットもある。その
結果、成功した店舗は、空き家となりにくい。
（５）空き家利活用による地域コミュニティ形成
しかし、店舗としての賃貸だけでは、地域の活性化には不十分である。地域が持続可能な
空き家問題解決のための中古住宅市場の活性化
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社会として活性化するためには、その前提として地域に多くの人が定住し新しいコミュニテ
ィを形成することが求められる。
経済的事情等を理由とする住宅困窮者が地域社会に存在する状況下で、財政事情により住
民に提供すべき公営賃貸住宅の新築、増築が難しい地方公共団体が存在する。そこで、地方
公共団体が、リノベーションした空き家を公営賃貸住宅として借上げて住宅困窮者に提供す
ること、また、住宅困窮者が空き家を賃貸住宅として賃借したときに、地方公共団体が住宅
困窮者に財政援助を行うことが検討されるべきである。これにより、地域の定住者の増加に
つながり、地域コミュニティ形成に寄与することが期待できる。そのためには、空き家のリ
ノベーションが必要となるが、空き家の修繕費用は入居者が負担することとし、これに対し
て地方公共団体による財政支援が求められる。
（６）空き家利活用による中古住宅市場活性化への改善点
空き家をリフォームして店舗等の業務用の賃貸借だけでは、賃貸借の中古住宅市場の活性
化には不十分である。業務用以外の居住用の建物賃貸借による中古住宅市場の活性化が必要
である。
この点について、行政は賃貸人である空き家所有者に対して、賃貸借期間は10年以下に設
定した定期建物賃貸借契約（定期借家権19）の締結を指導すべきである。これにより、賃借
人による長期間の賃貸借や更新契約を阻止することが可能となる。空き家所有者である賃貸
人において、経済的、精神的な負担等が軽減し、長期間の賃貸借契約への懸念が払拭され、
中古住宅の賃貸借市場の活性化につながる。
さらに、空き家を活用した中古住宅市場を活性化するためには、空き家の「民泊」施設と
しての利活用が検討されるべきである。
５　空き家の民泊施設活用による中古住宅市場の活性化
（１）民泊の概念
「民泊」とは、ホテルや旅館の営業者以外の者が、宿泊料を受けて住宅に人を宿泊させる
事業である。旅行者の宿泊先として、戸建住宅、空き別荘、マンションの空き室等を有料で
宿泊用に提供する宿泊業で、インターネットの仲介サイトを通じて予約を受け付ける形態が
主流である。
2013年の「国家戦略特別区域法」によって、所謂「特区民泊」が認められていたが、2018
年6月に成立し2019年6月に施行された「住宅宿泊事業法（以下、民泊新法）」において、民
泊営業の届出制を実施することで、民泊に関与する事業者及びその運営の適正化が図られ
た。なお、民泊新法において、営業日数は180日までとされた。
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（２）民泊登場の背景
近年、この民泊が増加している要因は、以下の5つ挙げられる。
１つには、ホテル不足を補うために、海外で既に活用されていた宿泊方法が確立している
点である。その方法を取り入れることで、比較的容易に事業に参入できる。
2つには、宿泊施設として貸出しをするのに低コストでの運用が可能である点である。新
規にホテルを建設する場合に必要となる資金、時間、手続等の膨大なコストに比べ、部屋を
リノベーションするだけで宿泊施設にすることができる。一般的に、マンション1部屋につ
いて200万円程度の費用で可能であり、資金調達や投資資金の回収も比較的容易である。
3つには、インターネットによる民泊の仲介事業者（Airbnb:エアビーアンドビー等）の参
入により、民泊事業者、民泊利用者双方の利用が増加した点にある。世界的な民泊仲介事業
者が参入したことで、民泊事業運営のプラットフォームができ、事業参入が促進した。
4つには、近年のシェアリング・エコノミーを活用する者が増加した点である。特に若者
を中心に、シェアリング・エコノミーを活用するライフスタイルが浸透しつつある状況で、
観光の宿泊分野においても低額で寝泊りする機能に注目して、1つの部屋を複数人で共同使
用することに対する利用方法が確立しつつある。
そして、5つには、パッケージツアーやホテルのおもてなしのようなお仕着せの観光を嫌
い、束縛されずに自由に自分の判断で行動する外国人観光客が増加した点による。外国人旅
行者において、日本人の日常的な生活を体験することを目的とする観光が増加したことによ
る。
2012年の観光立国宣言以来、2020年東京オリンピック・パラリンピックを控えた今日の観
光産業は、かつてないインバウンドの波が押し寄せてきている。政府も観光を成長産業の中
心として位置づけ、訪日外国人旅行者を積極的に誘致する取組みを展開することで、観光産
業振興を後押ししている。そのためホテル、旅館等の宿泊施設の不足が懸念されている。新
規にホテルを建設する場合、長期間の建築のための工事期間を要し、人件費や資材費の高騰
から建設費コストも要するため、既存の住宅を利活用し比較的短期間に低コストで利活用が
可能な民泊が注目されている。
（３）観光における民泊の位置づけ
民泊は既存の住宅を利用するため、新たなホテル等の施設建設が不要となることから、
2020年の東京オリンピック・パラリンピックに予想される宿泊施設不足に対して、早期に対
応が可能とされる。しかも、施設運営において、ホテル等に比べて低コストでの運営が可能
で、建物所有者であれば誰でも参入できる。
また、民泊施設の利用者の多くは、既存のホテル等のルールに縛られて、しかも高額な宿
泊料がかかる施設を好まない旅行者である。彼らは、お仕着せの旅行を嫌い、新たな観光体
空き家問題解決のための中古住宅市場の活性化
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験を志向する。その彼らにとって、割安で、日本の民家として使用された民泊施設は、旅行
者同士でシェアしながら自由に利用できる、新たな観光体験を提供できる施設である。それ
は、シェアリング・エコノミーを志向する時代の第三の宿泊施設である。
民泊新法の成立・施行で民泊関連事業者の届出・登録制度の導入により、正規事業者とヤ
ミ民泊業者との区別、正規事業者への適切な指導、そしてヤミ民泊の取締まりが可能となっ
たことで、良質な民泊施設の供給のための枠組みが構築された。
次に問題となるのが、民泊施設、つまりハード面の供給が検討されなければならない。
（４）空き家の民泊利活用による期待
前述のとおり、中古住宅市場の活性化が検討される中で、空き家を積極的に民泊施設とし
て利活用することが望まれる。それは、空き家を民泊施設として利活用することで、民泊施
設不足の解消が期待できるからである。
他方、空き家が民泊施設として利活用されることで、空き家を売り物件や賃貸物件として
中古住宅市場の流通に乗せることが促進される。これにより、空き家所有者及び民泊関連事
業者の収入増加が期待できる。
また、少子高齢化により独居老人が増加することにより所有者が不明となった空き家につ
いては、地方公共団体がその権利を取得し、公社または第三セクターを通じて民泊事業を運
営することを提案したい。
この空き家の利活用による民泊事業の成功が、中古住宅の新たな価値を引き出し、その利
活用の意義の理解を深めることで、新築志向の国民の住宅に対する意識に変化を与えて中古
住宅市場への関心を高める可能性を秘めている。
６．まとめ
5軒に1軒が空き家となる20年後の社会においては、街中を歩いていても老朽化による家屋
倒壊に身の危険を感じ、荒れ放題となった庭先からゴミの不法投棄による悪臭が漂い、ホー
ムレスや不良少年グループが占拠する光景を目の当たりにすることになるであろう。それが、
空き家のリスクである。こうした光景は、将来の地域社会の未来図であり、将来のわが国の
社会・経済の未来図である。
空家法に基づく空き家問題の処理は、単なる対処療法的施策ではなく、崩壊の危機を有す
る地域社会を持続可能な社会へ転換する効果を有する施策でなければならない。
この空き家リスクを回避するためには、まず、将来において空き家となる新築住宅の供給
が抑制されることが必要で、これが空き家抑制（リデュース）の第一歩である。そして少子
高齢化社会が進み空き家が点在している現状においては、空き家を賃貸物件として再使用
（リユース）して定住人口を増やすことで地域住民のコミュニティを形成し、「民泊施設」に
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再生使用（リサイクル）して地域の集客力を上げて地域活性化に転換することが模索される
べきである。
人口減少、空き家の増加による地域経済の悪化、地域コミュニティの崩壊を食い止めるた
めには、国民が空き家に対して３Rの視点に立つことで、既存住宅をできるだけ利活用して
中古住宅市場を構築することが肝要である。それは、地方公共団体の財政負担を抑制し、地
域機能を維持させながら持続可能な未来社会像が構築することに繋がる。今後、地域住民に
おいても、空き家の民泊施設への転換等を通じて、中古住宅市場の活性化に関与することが
望まれる。
 以上
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Space number of houses 8,200,000 houses, an unoccupied house rate are 13.5% now.
Approximatelyoneofsevenhousesofthedomestichouseisthestateoftheunoccupied
house.Bythetestcalculationoftheprivatethinktank,approximatelyoneoffivehousesof
thedomestichousebecomes theunoccupiedhouse in2023; isexpected. Itbecomes the
cause that the unoccupied house causes aggravation of the house environment in the
communityandadropoftheareavalue.
In this article, I examine directionality of the resale housingmarket activation as a
methodoftheunoccupiedhousesolutiontotheproblem.
AtfirstIconfirmitaboutthepresentconditionsoftheunoccupiedhouse,theoriginof
theunoccupiedhouseand”anunoccupiedhouserisk”.Then,Iclarifythedirectionalityof
unoccupiedhousemeasures in ”Lawofunoccupiedhousemeasures” as riskmeasures.
Furthermore,assolutiontoissueofunoccupiedhouse,Ipointoutactivateddirectionality
oftheresalehousingmarketbecauseaprofitutilizesanunoccupiedhouseasfacilitiesin
peopleday.
”Activation of the resale housing market for 
unoccupied house solutions to the problem”
MATSUNAGA,Mitsuo
